別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名:中小零細企業再生等支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　商工労働部 中小企業課 資金融資担当　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　　E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,530千円（前年度予算額：6,750千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）目的

「事業継続か」、「事業再生か」、「事業清算か」と事業の方向性について悩んでい

る企業に対し、中小企業診断士や弁護士等と連携し、事業再生や事業清算を支援す

ることにより、県内産業に活力を与え停滞感を払拭させる。
（２）内容
　　①中小企業診断士による経営診断及び方向性の助言
事業の方向性を助言するため、県の費用負担により、中小企業診断士が中小企業者を直接訪問し、経営診断を行う。また、過去に経営診断を実施した案件のうち、事業清算への方向性変更希望等がある場合に、フォローアップを実施する。
　　②弁護士による再出発支援
弁護士相談に要する費用の一部を県が負担し、円滑な再出発を支援する。
　　③事業再生（廃業支援を含む）に係るセミナー等への講師派遣

円滑な再出発の啓蒙や当該事業のＰＲのため、県内商工団体主催のセミナー等に事業再生をテーマとして、経営コンサルト等を講師として派遣する。
	２　所要経費


　　①中小企業診断士による経営診断及び方向性の助言　　　　　　5,840千円

　　　　　　　（経営診断：4,730千円（20社）、フォローアップ：1,110千円（10社））
　　②弁護士による再出発支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　530千円（10社）
　　③事業再生（廃業支援を含む）に係るセミナー等の開催経費　　　160千円（2回）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　
	２　これまでの取組状況


　平成21年度は8月から事業着手し、申込みは16件であった。
　平成22年度は、15件であった。
　平成23年度は、12月15日時点で申込みは18件となっている。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成22年度までの31件に対して、専門家による経営診断、助言が実施され、一部は弁護士相談を行った結果、事業の継続又は事業整理等の一助となった。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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